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2018年01月12日 米国『税制改革法』の内容と経済効果は？ 
2017年12月21日 2018年の米国経済の見通し 
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2018年1月17日 

2018年は2桁増益セクターが増加 

2桁増益セクターが増加 

 S&P500種採用企業の2017年10-12月期決算は

前年同期比+11.9％（トムソンロイター集計1月

16日付）となる見通しです。2017年7-9月期（同

＋8.5％）から伸びが加速した模様です。 

 セクター別に見ると、「エネルギー」は同＋136.3％

（ 前 期 は 同 +162.6 ％ ） 、 「 情 報 技 術 」 は 同

＋15.8％（前期は同＋24.2％）と伸び率は低下し

ましたが高水準を維持しました。また、「素材」は同

＋25.7％と前期（同＋7.0％）の伸びを大きく上回

りました。資源価格の改善と安定が寄与しています。 

10-12月期の業績は好調 
エネルギー、素材、情報技術がけん引 

 「金融」は、2017年7-9月期に前年同期比▲7.3％

でしたが、10-12月期は同＋11.7％と増益に転じま

した。金融政策の正常化が進む中、緩やかな利上げを

背景に利ザヤの改善が期待できそうです。 

 また、「金融」の1株当たり予想利益（12カ月先予

想）を見ると、2017年12月から大きく上昇しています。

12月22日に米税制改革法が成立しており、法人税

率引き下げの効果が期待される見通しとなっています。 

「金融」の増益に注目 
足元の1株当たり予想利益も大幅上昇 

2018年も好調な米国企業業績見通し 

【 業種別収益率予想（前年同期比）】 

（年） 

（注1）データは2017年10-12月期～2018年10-12月期。 
（注2）2017年、2018年は前年比。2017年、2018年の      は年ベースでの2桁増益 
           を示す。予想はトムソンロイターI/B/E/S。 
（出所）2018年1月16日付トムソンロイターの資料を基に 
            三井住友アセットマネジメント作成 

【主な業種の1株当たり予想利益】 

2010年1月＝100 

（注1）データは2010年1月～2018年1月。2018年1月は15日。 
（注2）1株当たり予想利益は12カ月先予想（Bloomberg L.P.予想）。 
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

（％） 

（ポイント） 

法人税率引き下げで利益押し上げ 

年 2017

セクター＼月期 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

S&P500全体 11.9 15.3 14.5 16.2 14.6 11.9 14.9

一般消費財 5.9 7.9 12.2 13.7 14.9 5.7 12.2

生活必需品 8.9 10.8 10.3 9.3 10.0 5.8 9.7

エネルギー 136.3 60.3 87.5 50.0 21.0 364.7 47.7

金融 11.7 20.8 20.1 42.2 26.5 8.2 26.5

ヘルスケア 4.8 6.8 5.3 6.9 12.4 7.4 8.1

資本財・サービス 4.4 13.6 10.9 13.3 18.1 4.3 13.5

素材 25.7 24.1 20.1 20.2 16.3 14.0 18.9

不動産 ▲ 1.4 4.7 4.1 7.2 7.4 2.5 6.0

情報技術 15.8 19.9 16.6 9.1 9.4 19.3 13.3

電気通信 ▲ 2.0 1.1 0.7 2.9 6.1 ▲ 2.1 1.2

公益事業 8.9 7.7 ▲ 2.1 4.3 6.3 1.8 4.6

2018
2017 2018

 2018年も2桁の増益が続く見通しです。米国企業を取り巻く環境は引き続き良好ですが、直近の業績見通

しでは法人税減税の効果が織り込まれ始めました。法人税減税は、中小企業の業績にプラスの効果をもたら

すとともに、「金融」や「輸送用機器」などのセクターも恩恵を受けると考えられます。減税効果も加わることで

2桁増益となるセクター数が、2018年は全11セクター中7と、2017年の4を上回る見通しです。 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/usa/news171221us.html
http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/usa/key180112us.html

